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 このたび、貴院が発注する「平成 29 年度地方独立行政法人静岡県立病院機構静岡県立こども病

院及び静岡県立中央特別支援学校で使用する電気」一般競争入札に参加申請するにあたり、下記の

項目について当社は該当することを誓約いたします。  

 

記 

１ 公告日までに電気事業法（昭和39年法律第170号）第３条第１項により、経済産業大臣の許可を

受けている一般電気事業者、又は公告日までに第16条の２第１項により、経済産業大臣に届出を

行っている特定規模電気事業者であること。  

２ 入札時に静岡県の物品調達及び一般業務委託に係る入札参加停止基準（平成 18 年集用第 103 号）

に基づく指名停止期間中でないこと。  

３ 前年度において「電気事業者による再生可能エネルギー等の調達に関する特別措置法」の業務

を果たしていること。  

４ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て、民事再生法（平成 1

1 年法律第 225 号）に基づく再生手続きの申立てがなされていない者であること。  

５ 次のアからオのいずれにも該当しない者であること。  

ア 役員等（個人である場合にあっては当該個人をいい、法人である場合にあっては当該法

人の役員又は支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下各号において

同じ。)が暴力団員等（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

77 号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員又は暴力団員でなくな

った日から５年を経過しない者（以下各号において同じ。）であると認められる者  

イ 暴力団（暴対法第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下各号において同じ。）又

は暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる者  

ウ 役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を加え

る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用したと認められる者  

エ 役員等が、暴力団又は暴力団員等に対して財産上の利益の供与又は不当に優先的な取扱

いをする等直接的又は積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与していると

認められる者  

オ 役員等が、暴力団又は暴力団員等と密接な関係を有していると認められる者  

 


